資料４
４．重症心身障害児施設のあり方

少子高齢社会の進展は、重症心身障害者を地域で懸命に支えてきた親の高齢化をもたらし、世帯の縮小化や家族扶養の概念の変化と相まって、その養育機能が著しく衰えている。さらに、障害当事者の高齢化もあって、地域生活を支えることが極めて困難な状況にある。また一方では、周産期医療技術の進歩は、濃厚な医療的ケアを必要とする乳児（例えば人工呼吸器装着の重症心身障害児）の家族による２４時間体制下での家庭療育を可能たらしめるようになっている。しかしながら、地域ケアシステムの整備が進展せず、親が支えきれなくなっているような危機的状況にある事例報告も、府下の自立支援協議会で散見されている。もとより、より根源的には地域で安心して、安全にかつその人らしく生きることのできる地域社会とそういった生活を可能たらしめる法律や制度が求められるわけであるが、なかなかそううまく運ばないということも歴史が示しているといえよう。

福祉の先進国である北欧諸国でも同様の歩みをしている。そのノーマライゼションの理念や実践に学びながら、重症心身障害児施設のあり方を考えたい。

１．施設から地域へ、考えの変化

(1)施設福祉から、地域福祉への転換
　平成15年度まで長く続いた措置制度の時代は、障害者の生活は施設や病院での収容型生活が主流となっていた時代でもある。しかし、現在は、「どんなに障害が重くても地域のなかで普通に暮らす」という、ノーマライゼーションの理念を具現化する取組みが主流となり、「施設福祉」から「地域福祉」の時代にシフトされてきた。障害のある人の生活を支援するありようを福祉的な視点で考察すると、就労支援や日中活動支援（職業訓練・機能訓練・生きがい活動等）、生活支援（衣食住、余暇、外出・移動、社会参加、介護支援等）、財産管理支援（日常金銭管理、財産管理等）、相談支援（サービス利用、困りごと、不安等への助言）、その他の支援があげられる。収容型施設での生活が主流であった時代は、ほとんどの支援が一機関で完結し、管理体制上からも一人ひとりの暮らしが画一的に営まれていた。しかし、これから推進されていく地域での生活は、自宅で家族と暮らす、アパートで一人で暮らす、グループホーム、ケアホームで暮らす、入所施設から地域の活動場所に通う等、一人ひとりの生活スタイルや暮らしのありようが多種多様になる。それぞれの暮らしに合わせた支援体制や、多様な生活ニーズへの対応には、地域に点在する支援機関が連携して支援する仕組み(地域ケアシステム)が必要といわれている。病院や施設生活のように、すべての生活支援が一機関で完結しない支援のありよう、しかも乳幼児期、学齢期、成人期、高齢期まで幅広いライフステージにおいて、それぞれの状況のなかで暮らしを成り立たせている現状に合わせた支援が求められる。そして、先に示した福祉的支援に加え、医療的支援（治療、リハビリテーション等）、療育・教育、就労、子育て支援も含め、ライフステージにおける一貫したトータルな支援体制の構築が求められており、地域に存在する支援機関が積み上げた支援の実践、ノウハウをスムーズに伝達し、断続しない、継続的な支援が提供できる連携を必要とされる時代を迎えたといえる。

２．施設入所状況調査から

(1)入所状況調査からの考察

(2)実態調査（地域生活支援）との比較検証
３．重度心身障害児入所施設の機能とその地域貢献

４．必要な人に、必要な期間、必要な医療ケア・介護・福祉サービスを循環する仕組み

